
富士川町随意契約事務要領 

(趣旨)  

第 1 条　この要領は、町が発注する工事又は製造の請負、測量、調査、

設計又は監理の委託、維持管理に関する業務の委託、物品の買入れ及

び物件の借入れ(以下「工事等」という。)のうち、地方自治法施行令

(昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。)第 167 条の 2 第 1 項

の規定に基づく随意契約の実施について、他に定めのあるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。  

(実施伺等)  

第 2 条　政令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号の規定を根拠として工事等を随

意契約の方法で発注しようとする課は、支出負担行為票に随意契約理

由及び見積徴取業者選定書(様式第 1 号)を添付し、町長の決裁を受け

なければならない。ただし、次の各号に掲げる場合においては、当該

各号に掲げる者が専決できるものとする。  

(1)　設計金額が 50 万円未満の場合　　　　　　　　　管財課長 

(2)　設計金額が 50 万円を超え 100 万円未満の場合　　副町長 

(3)　設計金額が 100 万円を超える場合　　 　　　　　町長 

2　政令第 167 条の 2 第１項第 2 号から第 7 号までの規定を根拠として

工事等を随意契約の方法で発注しようとする課は、支出負担行為票に

随意契約理由書(様式第 2 号)を添付し、町長の決裁を受けなければな

らない。ただし、次の各号に掲げる場合においては、当該各号に掲げ

る者が専決できるものとする。  

(1)　設計金額が 50 万円未満の場合　　　　　　　　　管財課長 

(2)　設計金額が 50 万円を超え 100 万円未満の場合　　副町長 

(3)　設計金額が 100 万円を超える場合　　　 　　　　町長 

3　前 2 項の決裁者に関する規定は、見積結果表(様式第 5 号)の場合に

準用する。 

4　入札を実施し、再度の入札を行った結果、落札者がなく、かつ、予

定価格を上回る額で入札した業者がいる場合に限り、政令第 167 条の

2 第 1 項第 8 号の規定を根拠として、当該入札終了後、当該入札の再

度の入札において予定価格に最も近い額で入札した業者から 2 回を限

度として見積書を徴し、当該見積額が当該入札の予定価格以下の額で

ある場合には、当該見積書を提出した業者をもって契約予定業者と決

定するものとする。 

5　入札を実施し、落札者が決定した後において当該落札者が契約を締



結せず、かつ、当該入札において当該落札者以外に予定価格を下回る

額で入札した業者がいる場合には、政令第 167 条の 2 第 1 項第 9 号の

規定を根拠として、当該入札において落札価格に最も近い額で入札し

た業者と当該業者が入札書に記載した額で契約する手続を進めるこ

ととする。  

(見積徴取業者)  

第 3 条　工事等を担当する課の課長（以下「担当課長」という。）は、

政令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号の規定を根拠として工事等を随意契約

の方法で発注しようとする場合には、発注しようとする工事等に係る

難易度、地域的条件及び事業実績等を勘案し、3 者以上の見積徴取業

者を選定しなければならない。ただし、契約の目的又は性質により 3

者以上の見積徴取業者を選定できないときは、2 者の見積徴取業者を

選定するものとする。 

2　担当課長は、政令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号から第 7 号までの規定

を根拠として工事等を随意契約の方法で発注しようとする場合には、

随意契約理由書によって特定した 1 者の見積徴取業者から見積書を徴

取するものとする。  

3　設計金額が 10 万円未満の場合は 1 者の見積書とし、契約書について

は、事務の軽減化のため、支出負担行為票をもって、代えることができ

る。 

4　随意契約に係る見積徴取業者は、富士川町入札参加資格者名簿又は

富士川町小規模工事等契約希望者登録名簿に登録されている者とす

る。ただし、特定の者と契約を締結しなければ契約の目的を達するこ

とができない場合その他特別な理由がある場合は、この限りでない。 

5　町長が、やむを得ない事情があると認めた場合を除き、富士川町建

設工事請負契約に係る指名停止等措置要領及び富士川町物品購入等

に係る指名停止等措置要領に規定する入札参加停止措置を受けてい

る者を見積徴取業者に選定してはならない。  

(予定価格の設定)  

第 4 条　見積書を徴取しようとするときは、予定価格表(様式第 3 号)を

作成しなければならない。 

2　予定価格の決定者は、次の各号に掲げる場合において、当該各号に

掲げる者とする。 

(1)　設計金額が 50 万円未満の場合　　　　　　　　　管財課長 

(2)　設計金額が 50 万円を超え 100 万円未満の場合　　副町長 



(3)　設計金額が 100 万円を超える場合　　 　　　　　町長 

 

(見積依頼)  

第 5 条　見積書を徴取しようとするときは、見積依頼書(様式第 4 号)を

見積徴取業者に郵送又はＦＡＸにより通知するものとする。 

2　見積書の提出を依頼するときは、必要に応じて、見積依頼書、設計

書、図面、仕様書、特記仕様書等を作成し、業者が適正な見積りを行

えるように配慮しなければならない。  

(見積期間)  

第 6 条　見積書を徴収しようとするときは、次に掲げる見積期間を設け

なければならない。ただし、やむを得ない事情があるときは、第 1 号

イに規定する期間については５日以内に、短縮することができる。  

(1)　建設工事又は製造の請負の場合  

ア　1 件の設計金額が 500 万円未満　1 日以上  

イ　1 件の設計金額が 500 万円以上 5,000 万円未満　10 日以上   

(2)　建設工事又は製造の請負以外の場合　1 日以上  

2　前項に規定する期間は、見積依頼書を郵送する場合は郵送する日の

翌日から起算し、その他の方法による見積依頼の場合は依頼日から起

算し、富士川町の休日を定める条例(平成 22 年富士川町条例第 2 号)

に規定する日及び見積書を徴取する日を除いて算定するものとする。  

(見積書の提出)  

第 7 条　提出を受ける見積書は、業者が適宜に作成した書式によるもの

とするが、建設工事における見積書の様式は建設工事施行規則で定め

る様式第 5 号とする。 

2　見積金額については、消費税法(昭和 63 年法律第 108 号)に規定する

消費税及び地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 4 条第 2 項第 3 号に

規定する地方消費税の相当額を除く金額を記載するものとする。 

3　見積書等の提出方法は、見積依頼担当課宛に持参又は郵送にて提出

するものとする。 

4　必要に応じて、見積書の提出とともに内訳書を提出させるものとす

る。 

5　次の各号のいずれかに該当する場合は無効とする。 

(1)　金額その他記載事項が明らかでない見積書 

(2)　見積書が正当な理由がなく指定した期日までに到着しない場合 

(請負業者等の決定等)  



第 8 条　見積書の提出があったときは、見積結果表(様式第 5 号)を作成

し、予定価格の制限の範囲内で最低の見積金額を提示した者を明示し

て必要な決裁を受けなければならない。この場合において、最低の価

格をもって見積もった者が 2 人以上いる場合は、くじ引きにより請負

業者を決定するものとする。 

2　くじの方法は、最低の価格をもって見積もった者に対し、見積書の

提出の早い者からくじにより決定し、その決定した順に再度くじを引

かせ、当籤したものを決定者とする。 

3　見積書の提出を受け、見積結果表を作成した結果、予定価格の制限

の範囲内の見積金額を提示した者がないときは、担当課長は、直ちに

同じ見積業者から 2 度目の見積書の提出を求めなければならない。  

4　前項の規定により 2 度目の見積書の提出を受けた結果、予定価格の

制限の範囲内の見積金額を提示した者がないときは、担当課長は、第

3 条及び第 4 条の規定に準じて見積徴取業者を選定し直し、必要な決

裁を受けなければならない。このとき、選定する見積徴取業者には、

同一案件で既に見積者を提出した業者を選定してはならない。  

附　則 

この要領は、平成 22 年 3 月 8 日から施行する。 

附　則 

この要領は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附　則 

　この要領は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

　　　附　則 

　この要領は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附　則 

　この要領は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

　　　附　則 

　この要領は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

　　　附　則 

　この要領は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 


